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第４回国連改革に関するパブリックフォーラム

議事録（案）

日時　２００７年３月２９日　１３：００～１７：３０

場所　三田共用会議所

主催　外務省、国連改革を考えるＮＧＯ連絡会

■はじめの全体会（１３：００～１３：１５）

開会全体会の冒頭では、まず、赤坂清隆・国連広報局長（前ＯＥＣＤ事務次長）が外務省側から次のような挨拶を述べた。

· ＮＧＯと外務省の協力を強く認識している。市民社会、特にＮＧＯが紛争予防、軍縮、平和構築、人権、貧困の撲滅、環境保全、地球温暖化問題など、グローバルな問題の解決のために重要な役割を果たしている。国益に基づいて行動する各国政府と地球益を代表して行動する市民社会が、力を合わせることができる。グローバルな問題を解決するにあたっては、政府関係者だけの話し合いだけではなく、ＮＧＯ、ビジネス、学会、その他たくさんの方々に参加していただき、協力して問題の解決にあたらなければ具体的な成果は出ない。

· 日本政府としては約１０年前から「人間の安全保障」という考え方を提唱している。

· パン事務総長は就任来、国連改革として、まずＰＫＯ局、続いて軍縮局の再編に取り組み、更に開発、人道援助、環境分野での問題についての対応を追求しようとしている。国連改革は、今後ともあらゆる分野での国連の有益性と効率性の向上を求めて、強力に推進されていくべきである。

· 今年２００７年はブルントラント委員会が「持続可能な開発」の概念を提唱してから２０年、京都会議から１０年、ヨハネスブルクサミットから５年という節目の年にあたる。地球温暖化の問題については今、国際的な関心の高まりがあり、ポスト京都議定書問題について具体案に基づき交渉に入らなければならない時期が来ている。

· ミレニアム開発目標も達成期限の２０１５年まであと８年であり、ポストミレニアム開発目標の目標を議論すべき時期に来ている。開発目標を作るためには、少なくとも数年またはそれ以上の年月が必要になるので、そろそろ新しい国際的な開発目標をどうするのか検討するべきである。世界の数多くのＮＧＯ、市民社会の方々に活発な議論をしていただいて、具体的な提案をもって、世界の議論を行いたい。

　続いて、上村英明・市民外交センター代表が、ＮＧＯ側からの挨拶を行った。

· 本フォーラムは２００５年に国連の中で国連改革が正式な議題となった年から、外務省とＮＧＯ、日本政府と市民社会の間で、日本の国連政策のあり方についての包括的な議論を行う目的で開始され、今年は3年目の年に当たり、今回は第4回目となった。

· 組織というものには、それぞれ長所と短所がある。大きな組織には安定性、継続性があるが、ＮＧＯのような小さな組織は不安定で、活動も部分的である。反面、日本政府のような大きな組織は、大きくなればなるほどミッションが形骸化し、ビジョン、長期的な達成目標が効率化のなかで棚上げになってしまう場合もある。最近は大きなＮＧＯも同じ問題を抱えるようになった。それに対して、一般にNGOは、常にミッションを確認し、ビジョンを明確に捉えて活動を継続させる。このフォーラムは、外務省、日本政府とＮＧＯがそれぞれの長所を生かしながら、ともに、「日本の外交」がもつべきミッション、ビジョンを具体的テーマに即して話し合う場であることを確認したい。

· 第3回のパブリック・フォーラムと国連改革の最近の動向を受けて、国連改革を考えるNGO連絡会では「2007・日本の国連政策の優先課題：第4回国連改革に関するパブリック・フォーラムへのNGO提言－転換しつつある国際潮流の中で」を作成し、お手元に配布した。外務省によって昨年1月に発表された「国連政策・日本の優先事項」が現在まで改定されなかったことは残念だが、こうした政策課題の文書を相互に確認することが、話し合いを単なるポーズに終らせず、成果を積上げるために不可欠だと考える。このNGO提言は、本日のパブリック・フォーラム全体の基調となるものである。

· とくにＮＧＯ提言の中では「２００６年の国際潮流を踏まえて」で、時代の流れに関する一定の認識を提示した。もちろん、私たちは、２００６年はこうだったから２００７年はこう舵を切りなさいということが目的ではない。国際情勢が多少変化してもビジョンというのはむしろぶれないものだ。時々の情勢によって右往左往し、場当たり的対応ではなく、１０年、１５年の地道な努力を傾けた政策こそが、日本が国際社会の中で占める地位明らかにしてくれる。その意味で、日本外交のミッションを再確認し、しっかりとしたビジョンを形成する場としての本パブリック・フォーラムに改めて期待したい。

■まとめの全体会合（１６：３０～１７：３０）

司会　武者小路公秀　大阪経済法科大学特任教授

パネリスト　木寺昌人　外務省総合外交政策局審議官

　　　　　　川崎哲　ピースボート共同代表

　　　　　　原ひろ子　女性と健康ネットワーク

武者小路：各分科会の報告は省略する。この会合では一般的な全体像の話をしたい。

木寺：

· いずれの分科会も重いテーマで、たっぷり２日かけて議論できるような内容であった。研究者から若い学生まで、多様な参加があり様々な意見が出た。ＮＧＯはそれぞれの現場を持っているというのが外務省とは決定的と違うところである。

· 開発分科会では、環境の問題が議論された。京都議定書の将来、２０１３年から次の枠組みに移っていく中で様々な問題を考えなければならない。来年は５年ごとに行われるＴＩＣＡＤ（アフリカ開発会議）を予定しており、Ｇ８サミットも日本で行われる。外務省として今後のアクションを考えなければならない。

· 平和構築分科会では、平和構築委員会が話題になった。日本は比較的辛抱強い国であり、シエラレオネでの平和構築努力においても具体的な結果が出るまで時間が掛かるが地道にやっている。また平和構築の人材育成においては、麻生外相提唱の寺子屋構想を来年度から始める。アジアの専門家と一緒に、日本人がアジアの平和構築に役立つ専門家になってもらうという構想だ。日本ならではの人材育成やＮＧＯとの連携について、引き続きＮＧＯの皆さまの意見を聞いていきたい。

· 軍縮分科会では、前半は武器貿易の規制の条約という大変難しい課題であった。意味のある法的な枠組みを作ることがいかに大変か。武器貿易条約（ＡＴＴ）の交渉は容易ではないが、日本としては武器輸出三原則を長い間実施してきている国として役割を果たしていきたい。

· 人権分科会では、人権外交、民主主義外交が取り上げられた。情報の取り方などの問題が指摘された。人権だけで外交は終わらないというところがなかなか難しい。外務省はバランスを保たなければならない。日本式の民主主義外交、人権外交はどういうものかという質問があったが、昨年１１月に麻生外務大臣が「自由と繁栄の弧」を打ち出している。日本はひとつのパターンを押し付けるということは決してしない。相手の国の文化、伝統を配慮する。我々も試行錯誤するしている。そうしたものの積み重ねで日本的なものができる。一部の先進国のように、ひとつのパターンを押し付けるということでもなく、逆にゆるゆるの人権外交でもない。

　

川崎：

· 今回のＮＧＯ提言の柱におけるキーワードは「公正な多国間主義への回帰」だ。国際潮流の変化があり、中間選挙後に米国社会の中でも今までのようなブッシュ大統領的な単独行動主義、武力重視外交は行き詰まりをみせている。それがイラク政策見直しにも繋がっている。この傾向はおそらく来年の大統領選挙にも影響していく。米国でさえも国際協調主義に若干回帰しつつある中で、日本が公正な多国間主義を改めて重要視していくということが必要だ。

· 軍縮の分野では、ＡＴＴという新しい条約作成や、核軍縮・不拡散体制の立て直しも議論した。北朝鮮をめぐる６カ国協議のプロセス、あるいはインドとアメリカの原子力協定の問題をこのまま放っておいていいものではない。国ごとにスポットに解決しようとしてもできなく、国際社会全体としてルールを作り、国際法に基づいて普遍的に対処していくことが必要である。そうでないと、大国のエゴや、大国についている日本のエゴというふうに見られてしまう。

· ２００５年にパブリックフォーラムが生まれて以来、ＮＧＯ連絡会としては公正な多国間主義の重要性、二重基準の排除、非暴力主義の徹底、人権と人間の安全保障の実現を提言し続けている。これらの原則は、今なお日本政府が国連改革に当たっていくうえで、大きな柱になるべきである。

· フォーラムの発展のあり方についても議論が必要だ。土日に２日間やるくらいのことがあってもよい。なかなか時間もないしリソースも限られている中だが、次回以降、２日間やることも含めて検討していただきたい。ＮＧＯとしてはこの場を定例化して、できれば年２回やりたいと考えている。こうした対話を通じて、日本としての優先課題も生まれてくるということを仕組みとして作り上げていくことが必要である。

· 政治家たちに話しかけていくプロセスも重要である。

· 軍縮分野では軍縮教育を通じて、市民と政府のパートナーシップを広げていきたいという提案があった。軍縮教育、平和構築の人材育成、持続可能な開発のための教育といったプロジェクトを分野ごとに分けるのではなくて、一つの統合された教育・人材育成として、人間の安全保障というテーマで統合的にプロジェクト化してはどうか。基本的に平和国家であるということが日本の顔なのだから、このテーマに繋がるさまざまな人材育成を大きなプロジェクトとして世界の中で打ち出していく、それを市民と一緒にやっていくことを考えてもいいのではないか。

· 本年１月に世界中からＮＧＯが集まる「世界社会フォーラム」（ケニア、ナイロビ）に参加したが、紛争や武器の拡散、貧困、債務の問題に関わっている多くのアフリカの人たち声を聞くと、やはり日本の姿は、何と言っても平和国家であろう、あってほしいということだった。一歩間違えば日本も平和国家とは逆の顔も見え隠れする昨今なので、憲法九条の下で、武器輸出三原則や非核三原則を持っている国が、軍縮や人間の安全保障というものを世界にはっきりと掲げる必要がある。教育というアプローチは、ソフトで長期的であり、その場凌ぎでないやり方として相応しい。

原：

· 毎年行われるニューヨーク国連本部での「婦人の地位委員会」で去年から国連改革について、世界中から女性のＮＧＯが非常に大きな関心をもって要望を出している。世界中のＮＧＯの人権に関する多様な意見が国連における人権問題を考える場でしっかり受け止められるような方向に、日本政府が努力すべきである。

· 第二次大戦の時代には、「慰安婦の方を働かせるということは当たり前のことだ」と、政府でも軍隊でも、多くの人が思っていた。その場で巻き込まれる女性の中には変だなと思う人もいたし、そのころ中国の中部に派遣されていた日本の軍人、将校の中にも、本当にこういうことがあってはいけないんだと思っていた人もあった。つまり、全員が、これが当たり前だと思っていたわけではなくて、性的な搾取は良くないと思っていた人もかなりいたが、声を出すことができなかった。しかし、今日では当時人権問題だと考えられていなかったことが近年人権問題だと認識されるようになってきて、声を出すことができなかった人が声を出すことができるようになり、ＮＧＯと政府や国連との連携もしだいに密接になってきた。それは進歩である。

· しかし、２００１年９月１１日同時多発テロ以後、そうした活動への制限が強まっている。特に今、国連の組織の中で認証を受けている団体が入れる場所と、会議によっては認証を受けていなくても発言ができる、というＮＧＯの発言の場が国連にあるが、これが国連改革のプロセスの中で縮小しないような努力を日本政府としては行っていただきたい。

· 国連改革に関するＮＧＯよりの提言の中で、ジェンダーの課題の重要性を提起している。国連の組織の中で、女性の問題に対する注目は、子どもの問題に比べて、まだまだ低い。改善のために日本の外務省の努力を促したい。

武者小路：

· ジェンダーは８つの分科会で等しく取り上げられるべき問題であるが、とくに平和構築については、国連安保理決議にもあるように、紛争における女性の問題に注目すべきである。女性は紛争の被害者にもなるだけではなく、紛争を解決する上でも大きな役割を果たすということが指摘されている。平和構築委員会ではそれがどう活かされるのかを今後議論すべきだ。

· ミレニアム開発目標達成のためには移住の問題をとりあげなければならない。熟練労働者の移住を国連では重視しているが、送り出し国と受入国の共通の開発に重要ではあるが、「自然移住」の中で圧倒的に数が多い不熟練労働移動を無視してはいけない。そうしないと人身売買の被害者や非合法移住者のことが忘れられてしまうということがある。そうした開発問題と人権問題がぶつかる問題なども今後議論すべきである。

· 軍縮の分科会では、国連を中心に議論するということで特定地域のことはあまり出なかったが、たとえば中央アジアの非核兵器地帯については日本もかなり協力してきたのであり、議論できればよかった。

· 初めの挨拶の中で、赤坂広報局長が指摘されたとおり、ポスト・ミレニアム開発目標を立てるその時にはＮＧＯからの色々な支援が欲しいとあった。それが上村さんのビジョンということと繋がっていた。ＮＧＯは人類益と国益をつなぐ仕事をしているので、とくに外交原則について外務省とはなしあうことは有意義である。

· とくに人間の安全保障、開かれた多国間主義という日本外交の原則はすごくはっきりしていて、外務省とＮＧＯの間に、一つの意見の一致があるかと思う。

· 日本外交と、欧米の外交の違いは、「欧米は“選び”、つまり選択をするのに対して、日本の外交は“合わせ”、つまり相手と相互に適応する外交である」と言われる。日本の外交はいかにうまく合わせていくかを中心にしていることがあり、あまり押し付けがましくないという点が国際的にも評価されている。しかし、合わせることばかりしていると、原則を打ち出すことがうまくできなくなりがちである。いつのまにか原則があやふやになってしまうとすれば危険だ。日本がブッシュ大統領のような強い外交をやらないことはいいことだとしても、あまり米国の主張に合わせてばかりいるのも困る。ＮＧＯとしては、原則について徹底的に主張していくということが大事である。外務省にもおなじことを要望したい。

· 他の民主主義的な国の外交では、外交に対する評価が行われている。環境対策や開発協力などいろいろなところにレビュー・評価があり、これに参加するというところにＮＧＯのひとつ役割がある。それは日本のＮＧＯだけではなく、日本が協力している国、戦争が起こっている国、などの市民やＮＧＯにも日本外交の評価に協力してもらうためのつながりが必要である。

· 外務省とＮＧＯの話し合いのこの場が、日本が日本らしい外交、ただ合わせるだけではなく、人間の安全保障、人権、非戦、その他の価値を実現するために有益な対話の場になり続けることを期待する。

国連企画調整課　千葉課長：

· 今回は専門分科会を重視という新しい試みをしたが、分ければ分けるほど、すべてに共通した課題があると感じた。

· ＮＧＯと外務省とは、当然ながら、対置するという設定になっている。しかしかつてジュネーブ代表部にいて人権・人道を担当していた時に、「ノルウェーの最大のＮＧＯはノルウェー政府だ」というジョークがあった。ノルウェー政府の人と話していると、行動様式、考え方からまるでＮＧＯの人と話しているようであった。ノルウェーでは、政府対ＮＧＯという対置の仕方に、疑問符を突きつけていた。

· 政府は国益の増進をはかり、そのために国家権力が設置されている。国益と地球益は必ずしも一致しないというときに、国益を地球益で置き換えることは政府には限界がある。政府にはそうした根本的な欠落があり、それを政府の誠意のなさと捉えられることもあるが、国益と地球益を結びつけることはできる。

· そこでＮＧＯと政府はどう組み合って行くのかで本日は４時間使った。それで十分ではないが、時間の問題だけではない。ＮＧＯと政府の役割分担の見極めをつける必要がある。だから今後もパブリックフォーラムを続けていきたい。裏方としての役割分担は見極めがついてきている。お疲れさまという言葉は使いたくない。余力を残して、長く続けていきたい。

以上
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